
令和 3 年第 2 回立川市議会定例会は、慎重審査の結果すべての議案が可決・承認され、6 月 24

日に閉会しました。可決した補正予算では、市独自の市民文化芸術団体への臨時支援金や電子図書

館の充実、子育て世帯生活支援特別給付金や生活困窮者自立支援金など国の新型コロナ支援策に関

する予算も盛り込まれました。また、新学校給食共同調理場の整備・運営に関わる契約議案も可決

され、令和 5 年 2 学期からの中学校完全給食に向け大きく動き出します。 

尚、山本みちよ議員は 6 月 4 日の一般質問で、次の項目について質疑・提案を行いました。 

①社会的孤立を防ぐための取り組みについて   ②情報提供のバリアフリー化の更なる推進について 

・産後ケア配食サービスの導入について     ・高齢者への情報提供のあり方について 

・若者世代への支援強化について        ・電話リレーサービス開始に向けた周知状況について 

③立川市子どもの権利に関する条例制定にむけて 

・「東京都子ども基本条例」について 

・立川市独自の「子どもの権利に関する条例」制定について 

④平和都市宣言 30 周年の節目となる本年の平和事業について 

・平和都市宣言 30 周年の取り組みについて 

・立川市中学生の平和学習派遣事業について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

KOMEI たちかわニュース 

立川第 4 支部広報誌   2021 年 夏号 立川第４支部長 

立川市議会議員 

山本 みちよ 
発行：公明党立川総支部 

令和 3 年第 2 回定例会報告 

新型コロナワクチン接種に関する緊急要望を提出 

１ 

高齢者のワクチン接種予約の開始直後から、電話がつながら

ない、ネットが使えない、ワクチンが無くなるのではないか

など多くのご意見やご要望をいただきました。公明党市議団

では直ぐに課題を整理し、5 月 11 日に清水庄平市長へ 16

項目の緊急要望を提出。その後も随時、担当部署へ課題点を

伝え改善を求めてきました。その結果、予約センター電話回

線の増設をはじめ、予約方法などの改善が実現しました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会的孤立を防ぐための取り組みについて 

山本みちよ議員の一般質問より（要旨） 

長引くコロナ禍の影響で子どもや若者、女性の自殺が増加傾向となり、更にⅮＶ、

虐待、うつ症状など社会的孤立による問題が深刻化している。社会的孤立は個人の問題ではなく

社会の問題であると受け止め、公明党内に社会的孤立防止対策本部を設置。制度の狭間の課題解

決やＳＯＳを出しやすい環境整備、伴走型支援の構築を進めている。 

質問の背景 

立川市では昨年 4 月に産後ケア事業（宿泊型・デイ型）を開始したが、他市や全国平均

に比べて自己負担額が高い。妊産婦家庭が利用しやすいように利用料の見直しを早急に図るべき。 

主張 

立川市子どもの権利に関する条例制定に向けて 

今後、「夢育て・たちかわ子ども 21 プラン推進会議等で議論をしていく。  答弁 

平和都市宣言 30 周年の節目となる本年の平和事業について 

今年度は平和式典が行われる 8 月 5 日から 6 日に各中学校代表 9 名を派遣予定。現在

は実施予定だが、状況により中止となる場合にそなえ、提案のあった代替え案等を検討する。 

答弁 

産後の母親の孤立防止のためにワンコインで利用できる昼食の配食サービスで、更なる

見守り体制を進めてはどうか。 

主張 

若者世代への支援強化の取り組みとして、経済状況が厳しい児童養護施設卒園者に対す

る支援として、ふるさと納税型クラウドファンディングを活用した支援策を創設してはどうか。 

主張 

本年 4 月、都議会で「東京都こども基本条例」が施行され、「子どもの目線に立っ

た政策を総合的に推進する体制整備を行う」とした。国においても、子ども権利擁護に関する検

討を進めている。 

質問の背景 

市がこれまでに築いてきた子どもの人権を尊重する数々の施策の骨格ともなる「立川市

子どもの権利に関する条例」制定に向けた検討を開始すべき。 

主張 

市は平成 4 年、平和都市宣言の中で非核三原則を遵守し、あらゆる戦争の防止と

核兵器のない世界平和を実現することは全ての国民の願いであると明記。本年は立川市平和都市

宣言 30 周年にあたる。この間、公明党立川市議団の粘り強い要請により、平成 30 年に平和首

長会議へ加盟し、昨年はヒバクシャ国際署名にサインを行った。 

質問の背景 

平成 30 年度に開始した立川市中学生の平和学習派遣事業について、コロナ禍の影響で

万が一にも中止となった場合には、インターネット等を活用した代替え案の検討を求める。 

主張 
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立川市の新型コロナウイルスワクチン接種 

新型コロナワクチンは、新型コロナウイルス

感染症の発症や重症化の予防効果が期待され

ています。立川市ではワクチンの供給に合わ

せ、4 月下旬より一部の高齢者施設入居者か

ら接種を行い、5 月 11 日より 65 歳以上の

高齢者への接種を開始。6 月末時点での接種

率が 1 回目役 80％、2 回目 50％となり高

齢者への接種が進んだことから、６４歳以下

の方への順次接種を開始します。予約時の混

雑を避けるため年代を区切って接種券が順次

発送されます。 

 ワクチン接種の基本的な情報、スケジュール、予約方法の詳細、接種場所

などは立川市ホームぺージに掲載されているほか、公明党立川市議団ホー

ムページ（左 QR コード）にも掲載していますのでご活用ください。 

市民文化芸術団体への支援が実現します 

立川文化芸術振興議員連盟(会長：山本みちよ議員)は、

コロナ禍で活動の自粛・縮小を余儀なくされた市民文

化芸術団体に対する活動再開や継続のための支援を市

長に要望。市は「新型コロナウイルス感染症にかかる

緊急対応方針」に臨時的支援を盛り込み、今議会にて

「感染症対策や活動費の一助として、緊急支援的に 2

万円程度の給付を秋には支給できるよう進めたい」と

の概要が示されました。 

 

不在者財産管理人制度の活用について 

立川市では平成 30 年 4 月に「立川市特定空家等の適正管理に関する条例」を施行し、管理不

全空き家に対する対策を進めてきました。ここで更なる改善を図る手法として、民法第２５条

に定められる「不在者財産管理人制度」を活用し、その事務手続きをマニュアル化した上で広

く公開するとしました。山本みちよ議員の平成 30 年第 1 回定例会における「不在者財産管理

人制度」活用についての質疑に対し、市より「制度活用ができる事案発生時に検討し最も有効

な方策を用いる」との答弁がありました。 

 



老朽化により根元が腐食していた「若葉緑地公園」の藤棚が撤去されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

皆さんのお声が実現しました♪♪ 

若葉四公園の健康遊具老朽化で木製の柱にあった大きな穴の修繕を依頼。 

金属の柱に変更され安心して使用できるようになりました 

「電話リレーサービス」が公共インフラとしてサービス開始 

「電話リレーサービス」は、耳が聞こえない人と聞こ

える人が、電話できるように手話の同時通訳や文字の

チャットを介して通話するもので 7 月１日から公共

サービスとして開始されました。≪０５０≫で始まる

電話番号からの着信を取ると、通訳者を介しての通話

ができます。山本みちよ議員は「電話リレーサービス」

開始にあたり、市民や事業者等への周知を積極的に進

めるよう求めてきました。 

 

４ 

<総務省ホームページより> 

 


